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プロサバンナ事業をめぐる�
これまでの経緯�

2019年9月4日（水）15:30〜18:30＠参議院議員会館�
院内集会�

国連「小農権利宣言」「家族農業10年」�
を受けて考える日本の開発援助とアフリカ小農�
～モザンビーク、プロサバンナの事例から�

�

渡辺直子／日本国際ボランティアセンター（JVC）�

地図挿入	

•  日本のODAを使って行われる「日本・ブラジル・モザンビーク三角協力による熱帯
サバンナ農業開発プログラム」。2009年9月に三カ国間で合意された。�

•  ナンプーラ州、ニアサ州、ザンベジア州の19郡。対象面積は約1,100万ha（日本
の全耕地面積の2倍以上）。�

•  約400万人に直接的・間接的に裨益すると言われる。�

モザンビーク共和国北部�
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現在のブラジル　　　　→�
規模の大きな機械化された
農業＋大豆生産�

↑モザンビークの現在
の熱帯サバンナの様子�

ブラジルの�
熱帯サバンナ�
かつての様子→�

「低投入＝＞低生産性な農民」�

「土地が有効活用されていない」�

→スケールの大きな農業開発で地域経済発展�

→海外から農業分野への投資を呼び込みましょう�
�

日本のODAによる援助「プロサバンナ事業」の構想�

ナカラ回廊経済開発とプロサバンナ事業�

農業開発部分をブ
ラジルと共に「プロ
サバンナ事業」とし
て、官民で行う計画�
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変化：「中断」されたプロサバンナ�

本来2013年�
完成予定の�
マスタープラン。�
しかし、いまだ�
完成していない。�

途中まで、ブラジル
とともに準備�

←隠蔽されていた。�

JICA協賛「ナカラ・ファンド発表会」（ブラジリア、2012年7月4日）�

JICAアフリカ部の職員によるFGVのナカラファンドに関する説明スライド	  
（2013年8月24日　第6回モザンビーク北部農業開発意見交換会）	

同発表会のチラシ�
「FGV…JICAは、�
ナカラファンドの発表会にご招待します」�

JICAアフリカ部作成・報告の�
「ナカラ・ファンドのスケジュール」�

情報開示請求時、JICAに「不存在」として隠された文書�
不服申し立ての結果、情報公開審査会が開示させた�
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プロサバンナ下で何が起きてきたか？④情報隠蔽＝不透明�
文献調査：プロサバンナ事業と投資（ナカラファンド）�

開示請求の結果、提出された文書。�

今となり、JICAは「小農支援事業」と言い張るが…�
（【新資料】JICA調整官「プログレスレポート」2012年5月）�

「4月16日から21日までの間、ナカラ
回廊農業投資促進に向けた日伯モ
官民合同ミッション…。ブラジルから
の一層の投資が表明され…�
今回のミッション受け入れにより、�
�

日本、ブラジル側企業及び農家の関心内容がより鮮明になった。
…マスタープラン作成にこれら関心及び要望を反映させる必要
がある。�
�
プログラムが開始されて以降、なかなか目に見える成果を先方
に示すことができない状況の中、民間農業投資を積極的に進め
ていこうとしている日本側、ブラジル側の姿勢をモザンビーク側
に示すことができた」�
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これらの2012年前半の事態を受け、同年10月、�
モザンビーク最大の小農運動UNAC（全国農民連合）�
「プロサバンナに対する声明」の国際社会への発表�

これ以降、他のドナー（援助機関）では考えられない、�
日本の「望まれない大型公共事業」特有の対応が展開・・・�
＜＝中止には絶対応じない姿勢の結果、行われたこと？�

何度も来日して、日本政府（外務省）とJICAに「プロサバンナ
の中止」を呼びかけるモザンビーク小農運動�
外務省課長補佐、JICAアフリカ部　乾英二部長・農村開発部
部長に要請文を手交（2015年7月）�

しかし、その背後で行われたこと・・・	  
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1.  「コミュニケーション戦略」（CV&A  2013年8月-）�
–  小農運動をコミュニティから隔離←行政網を再編�
–  小農運動・国内組織の力を削ぐ←２カ国/国際市民社会との断絶�
–  メディアへの市民組織の影響力を阻害←メディアに資金・「プレス
ツアー」の提供�

–  学術界・研究者の巻き込み�
2.  モザンビーク市民社会内部の調査（MAJOL  2015年11月-）�

–  JICA・プロサバンナの同盟先候補の調査とアプローチの提案�
–  市民社会内部の対立関係の把握と取り込みへの活用�

3.  政府との「対話メカニズム(MCSC)」結成（MAJOL  16年2月-）�
ー　　分断、焦りを生み、取り込み促進し、反対運動の弱体化を狙う�

4.  MCSC関係者のJICA下請け化（  Solidariedade17年10月-)�

␉
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声�

JICAによるPD予算を使った、一連の活動�
＝小農の抵抗を削ぐための戦略と活動�
←繰り返しの情報開示請求と内部告発リークで発覚�

＊JICAによる契約合計額：310０万円（MCSCには2400万円の契約）、その他これ
に関与した日本のコンサルやJICAスタッフにも巨額の資金が流入�

PI（調査技
術移転）	  

PD（マスター
プラン）	  

PEM（パイ
ロット）	  

総額（2018年7
月時点）（円）	  

Total	  
amount	  in	  
US	  Dollars	  

2010年	   3,000,000	   30,000	  

2011年	   当初期
間内3億
3300万
円	  

346,000,000	   3,460,000	  

2012年	   243,000,000	   2,430,000	  

2013年	   538,000,000	   5,380,000	  

2014年	   小農抵
抗に対
応して
以降の
支出	  
4億円	  

542,000,000	   5,420,000	  

2015年	   636,000,000	   6,360,000	  

2016年	   586,000,000	   5,860,000	  

2017年	   243,000,000	   2,430,000	  

2018年	   予算→	   （5000万円）	   （270,000)	   (275,000,000)	   (2,750,000)	  

合計/Total	   ？	   742,000,000	  
7億4200万円	  

？	   3,137,000,000	  
31億3700万円	  

31,	  370,000	  

日本政府（JICA）によるプロサバンナ支出額�
現在まで34億円近く（すべて税金）＝ツバル国家予算�
「大半は日本コンサルタント費用」　（JICA,  2018年11月）�

「抵抗」�
対応関連
事業含む�
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JICAの事業「コミュニケーション戦略策定プロジェクト」�
2013年8月1日（3ヶ月間、300万円）　�
モザンビークのコンサルティング企業・CV&A社�

• 完成から2016年2月まで知られず
JICA公式文書として情報開示�
•  「戦略書」を実行に移すための特
命随意契約を締結�

プロサバンナとは？　「コミュニケーション戦略」�

プロサバンナ事業コミュニケーション戦略�
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JICA「市民社会関与プロジェクト」�
中間報告（マッピング結果）�

→「市民社会対話メカニズム」の形成�

プロサバンナとは？介入、分断�
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＜JICA＞�
•  市民社会の分断について。確かにJICAのほうが現地のコンサルタントの方に、
それぞれの農民グループの皆さんの意向というのを、事業を進めていくため
に、説明するために把握するのはですね・・色分け・・・は、政治的な意図を
もっているとか排除することが目的ではなく、それぞれの考えをもった方々の
意見を聞こうとということでしたもの。�

•  一部の方々の排除については現地のコンサルタントのペーパーであったかも
しれないが、私どもの公式な見解ではないので誤解なきようお願いしたい。  �

＜やりとり＞�
Q：色分けについてこんなことしないでくれと言ったか？�
→誰かを排除することを目的に色分けをしてくれと言っていない。�
Q：ならばJICAとして報告書のドラフトを見たときにJICAとしてこれはまずいという
ことは言ったのか。�
→今わかるものがいない。�
Q：JICAが承認した最終文書にこれが残っているかどうか。�
→残っている。�
Q：これがドラフトとして現地の企業から出され、そのままJICAは最終文書として
受領して、契約金を支払ったか？�
→支払った。�

2018年11月22日院内集会JICA発言より�
https://www.youtube.com/watch?v=qhaN12Jsk9o�

コンサルタントとの契約、TORの特徴：業務内容�

・鍵となるステークホルダー、特にCSOsについて、彼らの理解と考えを把握。�
・コンフリクトの主な要因を把握すること。�
・それを通じて、「プロサバンナに関する対話への意欲を示している」ステー
クホルダーを見つけ、事前協議に招待すること。�
⇒プロサバンナに「反対の声をあげている」ステークホルダーの排除。�
⇒随所に出てくる、事業を進めるにあたって「プロサバンナHQとJICAの事
前承認」の必要性�
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コミュニケーション戦略×市民社会介入×分断�
JICA契約請負者MCSC関係者を「市民社会代表」として独立
系新聞にインタビューさせる（契約事実を伏せたまま）	

＊JICAとの契約事実を知った新聞社は、後日、「日本
大使館のアレンジしたツアーの結果、作成された記

事」と加筆し、公表↓	  

JICA関係者も多数映る中、	  
MCSCコーディネイターで、JICAとの

2400万円契約の調印者
（SOLIDARIEDADEのアントニオ・ム

トゥア氏）が、	  
反対する市民社会関係者を批判
し、プロサバンナを推進する発言

を展開	  

ついに、モザンビーク弁護士会がマプト地方行政裁判所に　	  
プロサバンナ事業が「知る権利」を侵害している、との判決	  

【訴えた側】�
•  モザンビーク弁護士会�
（地元小農・住民や国民の代理）�
【訴えられた側】�
•  モザンビーク農業省（MASA）プロサ
バンナ調整室（ G a b i n e t e   d e  
Coordenação  de  Prosavana)�

【訴えの根幹】�
•  対象地域の住民に大規模な影響を
及ぼす可能性のある開発計画プロ
サバンナの人権侵害�

　　　　　　　　　　　↓�
憲法・現行法下の「知る権利」の侵害　　�
訴えの全面認容　�
　　　　⇔先にあったJICA審査と対照的�

2018年8月の判決文�
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プロサバンナや実施組織の違法性、人権侵害が司法認定�
＝JICAは関係を否定、責任なし、知らなかったと主張�

•  「モザンビーク国内の法律の手続きまた行政に基づいて行われることで
すので、基本的にはモザンビークの問題」（2018年11月22日、JICA宍戸
健一部長）�

•  「（判決を受けて農業省が裁判所に出した）レターそのものについては、
私ども、確認しておりますが、その（注：根拠資料）内容については、これ
はモザンビークの政府部内の話でありまして、私ども、確認はしておりま
せん。  」（2019年3月19日、ODA特別委員会　JICA本清耕造理事）�

•  「弁護士協会の記者会見（2018年9月）まで、裁判の事実すら知らな
かった」（2018年11月以降、外務省によるメールでの説明）�

•  「JICAによると、2018年10月29日にJICAモザンビーク事務所は在モザ
ンビーク日本大使館とともに、モザンビークの農業食料安全保障省から
本件について伺った」（2019年7月23日、ODA政策協議会、青竹首席事
務官）�

本当にJICAは無関係、モザンビーク政府の問題なのか？�
こんな重要なことを、本当に知らなかったのか？	

プロサバンナ調整室�
Coordination  Unit/office�

農業省（MASA）�

プロサバンナ本部	  
　ProSAVANA-‐HQ	  

【ユニット/本部の構成�
・コーディネイター：リンバウ元副大臣�
・コーディネイター補佐（１名）�
・スタッフ：エドゥアルド・コスタ　�

【エドゥアルド氏の契約目的】（TOR,  p.1)�
•  「JICAと関係ステークホルダー間の利益と狙いの調整」�
【エドゥアルド氏の本部での第一業務】（TOR,  p.1)�
「JICAのプロサバンナ調整官の活動支援」�
例）情報共有と合意形成/JICAの要望と狙い伝達/市民社会情報収
集�
【その他業務】(TOR,  p.2)  JICAへの月例報告�

　　　JICA�
現地事務所�
「プロサバン
ナ調整官」�

派遣・費用負担�

指示貫徹・報告義務�

＊どこにも、MASAやリンバウ元副大臣の指示に従うと書いてない。�

裁判で訴えられたプロサバンナ調整室（本部）	  
を実質的に動かすJICA	

３国政府（日本／JICA、
モザンビーク、ブラジ
ル）による関与�マプト行政裁判で�

訴えられた先�

東京�
（JICA）�
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プロサバンナ本部（ProSVANA-‐HQ）とJICAの関係	  
（JICA調整官「プログレスレポート」2012年2-‐3月から）	

「ブラジル事務所からの在外専門調査員と
共に、本プログラムの実施調整を行う
PROSAVANA-HQ設置に向けて、事務機器
の調達、車輛及び運転手の確保等を行っ
た…」�
「現在の農業省本部の中で提供できるス
ペースがないとのことで、…提供があるまで
の間は、JICAモザンビーク事務所内にて活
動」�
＜＝JICAの主導、準備。「客」状態のモザン
ビーク農業省�
�
「4.  次期計画における重点及び計画遂行上
の留意点」�
・日伯モ官民合同(PPP）ミッション受け入れ�
・ProSAVANA-HQの立ち上げ�
＜＝4月の投資促進ミッションのために本部
立ち上げを急いだことが分かる�
�

プロサバンナ本部（ProSVANA-‐HQ）とJICAの関係	  
（JICA調整官「プログレスレポート」2012年10月から）	

「小生の帰国に伴い、11月から新し
いProSAVANA-HQ体制に変更する。
小生のプログラムコーディネイター
ポストは、10月に着任した梁瀬次
長が事務所業務と兼務する形で担
当�
＜＝JICAのプロサバンナ調整官が
プロサバンナの全般オペレーション
を担っていたことが分かる。�
＜＝「HQ」が2012年11月に設置さ
れたのは、JICAモザンビーク事務
所内で、JICA次長が兼務�
「日常でのProSAVANA-HQ業務は、
10月に着任した●女史が担当」�
＜＝JICA派遣スタッフ（エドゥアル
ド氏の前任者）�



2019/09/08	  

13	  

2016年5月までの�

業務指示書�
2016年7月（元MAJOLコンサルタント迎えて）以降�
業務指示書�

1.本部機能強化�
2.  コミュニケーション戦略�
3.  現場調整�

【目的】JICAと関係者間の利害調整�
1.  JICA調整官のためのプロサバンナ
内の調整�

2.  本部機能強化支援�
3.  JICAへの定例報告�

【両契約一致点】本部機能支援/報告義務・情報提供の先と指示出し元＝JICA現地事務所�
【新契約の相違点】JICAの為の利害調整（要望重視）、JICA調整官の活動支援、JICA報告義務�

裁判で訴えられたプロサバンナ調整室（本部）�
実質的なスタッフはJICA派遣スタッフが担い、�
JICAが指示出し・報告先�

資料提供：石橋通宏議員事務所�

前任者の業務指示→変更理由�

•  2012年からプロサバンナは幅
広い市民社会組織に対話の欠
如が批判されてきた。2016年に
は、MASAがマスタープランの
公聴会を開催。１年後、MCSCが
結成された。�

•  この状況を踏まえ、�
「JICAはMASAのプロサバンナ本部
（HQ)内に新たなスタッフを配置す
ることで、JICAと関係ステークホル
ダー間の利益と意向   （Intention）を
調整する」�

�

Eduardo  Costa氏への業務指示�

1.  プロサバンナ内調整�
J ICAのプロサバンナ調整官（＝
JICAスタッフ）による次の活動を支
援：�
•  JICA、モ政府、ブ政府の情報共
有や合意形成を促進する（プロ
サバンナ実施のため）�

•  JICAの要望や意向をモ・ブ政府
に伝達�

•  プロサバンナに影響を及ぼしうる、
政治、政府機関、市民社会、民
間セクター、学術界、メディアの
活動や現況を収集�

�

プロサバンナ本部派遣スタッフの契約の劇的な変化�
「JICA資金によるJICAのため」の業務指示の数 �々
＊JICA調整官支援、JICAへの報告義務が主要業務に�
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2.  プロサバンナ本部の機能強化支援�

本部による次の点に関する調整を支援�

・プロサバンナに関する重要な情報が、MASA幹部内、
JICAとブ政府と、タイムリーに共有されることを確実にす
る�

3.  JICAへの定例報告�

・（Eduardo氏自身の）活動とプロサバンナに関する
プログレスに関する月例報告の提出→JICA�

プロサバンナ本部派遣スタッフの契約の劇的な変化�
「JICA資金によるJICAのため」の業務指示の数 �々
＊JICA調整官支援、JICAへの報告義務が主要業務に�

プロサバンナ本部派遣スタッフのJICAへの報告書�
（左）全頁黒塗り、（右）市民社会の情報収集が分かる�

情報公開法に基づくJICAへの資料開示請求より（2012年12月の報告書）�
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隠される情報、何が起きていたのか？�
例）プロサバンナ予算の大半を占める日本のコンサルタント
の活動すら全面黒塗り状態のまま�

情報公開法に基づくJICAへの情報開示請求より�

結論�
「プロサバンナとは？」＝もはや農業開発事業ではない�

小農支援どころか、小農いじめ�

小農による異議申立、小農の人権（知る権利）侵害を認定した司法
判断にも真摯に応えず�

↑（一方で）�
小農抵抗つぶしの戦略・活動に多大な税金と労力を浪費�
（市民社会調査に基づく介入、分断、孤立化、賛成派作り）�

•  日本以外の他の欧米系ドナーや国際機関の人達は、「なぜJICAは反対の声があ
るのにヤメないのか？」と疑問だといってます。実際にそれをJICA関係者に聞きに
行った人によると、「日本では公共事業は一旦はじめるとヤメられないから」と言わ
れたそう。�

•  日本の納税者として、このまま放置していて良いのでしょうか？�

典型的な日本の「嫌われた公共事業」の展開�
例）辺野古新基地建設、過去には原発やダム建設�
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【最新のJICA・外務省の主張（2019年7月23日）】�
•  持続可能な農業開発を通じて小規模農家を中心とした地域住
民の生活向上に貢献することを目的とした事業  �

•  パイロットプロジェクトでは、参加した農家の収入や収穫量が増
加したとの成果も得られ、現地には事業の継続や拡大を望む
方々も多数いる。�

•  延べ4800世帯が活動にかかわり、現地の農家の方からも喜び
の声が多く聞かれている。  （外務省国際協力局国別第三課[課
長：井関至康]青竹首席事務官）�

さらに、加速化・深化する日本の税金を使った�
JICAの農村社会・小農世界への介入・分断統治化�

JICAは、潤沢な資金（PEM：年間2億円〜3億円）を使い、分断を農村
社会内部、小農間に深め、「賛成派」をつくり出し、事業推進の言い
訳や既成事実化のためのプロパガンダに活用←納税者は？�


